
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
（予想）

361 -348

13

営業キャッシュフロー
投資キャッシュフロー

フリー・キャッシュフロー

キャッシュフロー

276 -163

113

580 -580

0

（億円）

607 -255

352

430 -316
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2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
（予想）

3.9％

0.9％

ROEの推移
24.6％

23.8％

3.5％

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
（予想）

2.5％ 2.5％
DOE

70

85

110

配当の推移

＊ 2017年10月1日を効力発生日として10株から１株の割合で株式併合を実施して
います。

2.6％

140

3.3％

140

3.3％

配当方針について

「19中計」では各事業セグメントをROIC（連結投下資
本利益率）によって評価することで事業モニタリングを
強化してまいりました。
「22中計」では事業ポートフォリオの動的管理において、

事業価値指標のひとつにROICを使用し、資本効率の
高い事業ユニットを評価する仕組みとしております。
さらに、各事業のポートフォリオの位置づけに応じた適

切な事業別ROIC目標を設定し、達成に向けた取組み
を進めることで、全社ROIC向上を図るべく検討を進め
ています。
以上を実施している中、資本効率性を示す主要財務

指標である2022年度のROE（連結自己資本当期純利益
率）は、業績悪化の影響で3.5％と「22中計」初年度の計
画を下回りましたが、最終年度には14.0％を計画しており、
達成に向けて引続き打ち手を講じてまいります。

資本効率を意識した経営

配当政策については、将来の事業基盤として必要な
内部留保を確保しつつ、業績に応じた適正な利益配分
を行なうことを基本とし、2022年度より、「継続的かつ安
定的な配当を行なうことを重視し、DOE（連結株主資本
配当率） 3.0％を目途に配当を行なう」 ことを目標として
おります。
また、2023年度より中間配当を実施することとしています。
今後も、経営基盤の強化および財務体質改善の進捗

に応じて、株主還元方針の見直しを行なってまいります。

税務方針について

私たち三井金属グループは事業を行なう各国や地域
の法令を常に遵守し、かつOECD等の国際機関が公表
する税務指針に準拠して事業活動を行なっています。
国や地域により優遇税制がある場合は、事業実態と制
度主旨を十分に確認したうえで適切に利用し、制度を
濫用した租税回避行為は行ないません。事業上の意
思決定をする際は税務に係る事項も考慮し、税務戦略
は事業戦略の一環として位置付けています。
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2021年３月末
（予想）

総資産（億円）
自己資本（億円）

2022年３月末 2023年３月末 2024年３月末

自己資本比率の推移

40.1％
自己資本比率

5,951

1,990

33.4％

6,440

2,564

6,379

2,397

37.6％
6,319

2,534

40.1％

2022年度からスタートしました中計経営計画「22中
計」の初年度となる2022年度は、中国の景気減速等の
市況悪化やウクライナ情勢の長期化等が懸念される中、
原材料価格やエネルギーコストの上昇、急激な為替相
場の変動等の影響により、売上高および損益ともに計
画値を大幅に下回りました。

「22中計」 ２年目となる2023年度も原計画を下回る
見込みの厳しい経営環境でありますが、「22中計」で掲
げた全社ビジョン実現に向けた戦略は変えず、2030年
度の目標経常利益800億円達成に向けて、金属価格
や為替相場の変動によるリスクを減らし、新たな成長商
品・事業を創出するために経営資源配分の議論をさら
に深め、グループ全体としての企業価値向上への取組
みを進めてまいります。

「22中計」で新たに定めたパーパスを基軸とした全社
ビジョンを実現するため、社会的価値向上と経済的価値
向上の両立を目指す統合思考経営を本格的に導入し、
持続可能な企業グループへと変革を進めています。

社会的価値向上における取組みでは、自社のエネ
ルギー消費に起因する温室効果ガス排出量の削減に
向け、2023年度にインターナルカーボンプライシング
（ICP）を組み入れた環境投資推進制度を導入しました。

今後、ICP制度を活用し、社内の更なる意識の向上
を図り、低炭素投資や気候変動対策を推進してまいり
ます。

経済的価値向上の仕組みとして着手した事業ポー
トフォリオの動的管理については、22年度において事業
評価マトリクスの見直しを実施していますが、2030年度
を見据えた事業ポートフォリオに大きな変更はありませ
ん。引続き、動的管理による見直しを図りながら、恒常
的な価値の向上へと繋げていきます。

安定した経営を行なう上で急激な市況変動や為替・非
鉄金属相場の変動等に備えるため、一定の手元流動性
を確保しております。また一方で、事業創造、機能材料
を中心とした積極的な投資に加え、22中計にて新たに経
済的価値とともに社会的価値の向上を目指す投資を計
画していますことから、金融情勢や金利水準などを考慮
しながら、資金需要に応じた資金調達に適宜努めてまい
ります。

資金調達方針について
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経営企画本部長

木部 久和 Kibe Hisakazu

代表取締役専務取締役 兼 専務執行役員

財務に対する考え方

持続的な企業価値の向上のために
事業戦略との連動を図り、
投資効率を重視した財務戦略を
推進していきます
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「13中計」＝2013年度～2015年度 「16中計」＝2016年度～2018年度 「19中計」＝2019年度～2021年度 「22中計」＝2022年度～2024年度

親会社株主に帰属する当期純利益

2020[年度] 2021 2022 2023

0・

200・

400・

600・

（予想）

100

448

521

（億円）

営業利益

200・

600・

2020[年度] 2021 2022 2023

0・

（予想）

200

511

607

（億円）

400・

売上高

2020[年度] 2021 2022 2023

0・

2,000・

4,000・

8,000・

（予想）

5,229

6,333

（億円）

6,000・
6,450

設備投資 （３か年度の合計）

13中計
（計画）

16中計 22中計
0・

1,000・

500・

研究開発費 （３か年度の合計）

13中計[年度] 16中計 22中計
0・

200・

400・

22中計における戦略的投資

845

1,143

896

186

247

316

（億円）

（億円）

（計画）

19中計

19中計

1,500・
1,170

100・

300・

410

780億円

事業創造本部

110億円
（設備投資＋CVC）

機能材料
事業本部
160億円

金属事業本部
95億円

モビリティ事業本部
110億円

ほか事業
105億円

M&A 投資
200億円

6,520

125

85
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50.0%・

海外売上高比率

[年度]
40.0%・

45.0%・
44.2%

45.0% 45.0%

51.1%

売上高営業利益率

[年度]

0.0%・

5.0%・

10.0%・
9.8%

9.5%

3.7%

2.8%

売上高成長率

[年度]

-10.0%・

0.0%・

10.0%・

20.0%・
19.0%

△4.1%

2017 2018 2019 2020 2021 2022

△4.9%

10.5%

21.1%

9.6%

48.5%

Net D/Eレシオ

[年度]
0.5・

1.0・

1.5・

1.09
1.11

1.15

1.22

ROA（総資産経常利益率）

[年度]

0.0%・

5.0%・
2.2%

3.4%

1.8%

10.0%・ 9.1%

総資産回転率

[年度]

0.70・

0.80・

0.90・

1.00・

0.88

1.00

0.95

0.88

0.99

10.7%

0.82

財務ハイライト

主な財務指標の推移と「22中計」における計画値

過去11か年度分の主な財務指標の推移について、P.92-93に掲載しています。合わせてご覧ください。

2.9%

2017 2018 2019 2020 2021 2022

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2017 2018 2019 2020 2021 2022

2017 2018 2019 2020 2021 2022

2017 2018 2019 2020 2021 2022

1.9%

54.3%

1.03

3.1%

0.76
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